
平成２９年度

奈良市男女共同参画課

奈良市男女共同参画計画後期実施計画進捗状況報告書
　　（平成２８年度実績）



計　画　の　体　系

基本方向 主要課題 施策の方向 基本方向 主要課題 施策の方向

1
1 政策・方針の決定・実施の場への
男女共同参画の推進

１、審議会等委員への女性の登用の促進 3
10 男女共同参画を目指す教育・
学習の促進

１、男女共同参画を目指す保育・学校教
育の推進

２、市の女性職員･教員の管理職への登用の
促進

２、男女共同参画を目指す生涯学習の推
進

３、民間企業や各種団体の管理職への女性の
登用促進

2 女性のキャリア形成支援と人材活
用

１、男女共同参画推進のための女性キャリア
形成支援と人材の活用

２、暴力の発生を許さない環境作り

3 家庭・社会活動等への男女共同
参画の推進・確立

１、地域活動等における男女共同参画の推進
12 女性の健康の増進と福祉の向
上

１、リプロダクティブ・ヘルス/ライツに基づ
いた施策の推進

２、家庭における男女共同参画の推進
２、ライフステージに応じた健康管理の推
進

4 伝統文化、国際交流への男女共
同参画

１、男女平等にかかわる新しい歴史文化の創
造

４、男女共同参画の視点に立った高齢者
等の福祉の充実

2
5 男女共同参画社会を目指す環境
の整備

１、仕事と家庭生活の両立を可能とする支援
施策の充実

13 男女共同参画を目指す意識
変革の促進･浸透

１、固定的な性別役割分担意識をなくす
世論の醸成・浸透

２、男性の育児･介護休業等の取得向上
２、男女共同参画の視点からの慣習･しき
たりの見直し

6 女性の自立・就業継続促進のため
の条件整備

１、女性の自立支援のための相談事業の充実 4 14 庁内推進体制の整備・充実
１、奈良市男女共同参画推進庁内連絡会
議の充実

２、育児・子育て・介護支援施策の充実
２、男女共同参画計画実施計画の進捗状
況調査の実施

３、再就職の機会を広げるための啓発の促進 ３、職員研修の充実

４、ひとり親家庭への自立支援

7 雇用における男女平等の確保 １、女性労働施策の総合的推進・周知徹底 15 地域における環境整備 １、調査･研究、情報収集・提供の充実

２、起業の支援および多様な就業形態の従事
者などへの支援

２、市民参画のための体制の整備

8 女性の職業能力の開発と職業教
育の充実

１、女性の多様な能力開発の推進

９　ワーク・ライフ・バランスの社会全
体への浸透

１、ワーク・ライフ・バランスの考え方の普及・
浸透
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1１ 人権の尊重と女性への暴力
の廃絶

１、DV基本計画に基づいた対応

３、健康作りに関する情報提供と相談窓
口の充実
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基本方向１　あらゆる分野の政策・方針の決定及び実施の場への男女共同参画の推進　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
平成２８年４月１日現在
委員数８１９人（内女性２８５人）　34.8%
審議会等数８０（内女性０のもの１２）
女性委員数０の審議会の担当課へ、積極的な登用を薦めた。
＊平成２５年度より地方自治法２０２条の３および条例に基づく審議会の数値とする。

(評価コメント）
審議会等の女性の登用率は34.8%と目標値である35%に近づくことができたが女性がいない審議会もあり、今後も積極
的に登用するよう啓発をしていきたい。

（実績）
奈良市総務課や県で把握している審議会等委員の選任状況調べや、女性人材情報バンクに登録されている県内外
各分野で活躍されている女性の人材情報を収集し、各課への女性委員候補者の情報提供に努めた。

(評価コメント）
女性人材バンクが、活発に利用されていないため、積極的に活用してもらうよう啓発に努める。

（実績）
未実施

(評価コメント）
女性活躍推進法が施行されたこともあり、平成２９年度には特に300人以下の企業等に対し、啓発活動に取り組む。

（実績）
農業委員会等の法律の改正により平成29年度7月に任命予定

（評価コメント）

（実績）
別紙のとおり。

（評価コメント）
女性職員の管理職への登用については目標達成に向けて順調に進捗しているが、その候補者となる係長級の女性職
員数が伸び悩んでいることから、『奈良市女性職員活躍推進ポジティブ・アクションプラン』に掲げられた諸施策に積極
的に取り組んでいくこととする。

主要課題　１　政策・方針の決定・実施の場への男女共同参画の推進

１－１
審議会等
委員への
女性の登
用の促進

審議会等の女性委員の
参画促進

審議会等への女性の積極的な参画
を図るとともに、登用状況の調査を定
期的に行い、女性委員の登用を促
進します。

35% A

企業・団体に対する女性
の参画推進の啓発

審議会等への女性委員の登用に向
けて、企業・団体への協力を要請す
るとともに、その啓発に取り組みます。

－ A

男女共同参
画課

関係各課

女性バンク人材事業

優れた知識や技能を有し各分野で
活躍する女性の人材情報を収集し、
各課からの要望に応じて情報を提供
します。

－ A
男女共同参

画課

男女共同参
画課

農業委員・農地利用最
適化推進委員に女性委
員の登用

農業委員等の年齢、性別等に著しい
偏りが生じないように配慮することが
求められているため、女性や青年の
登用を促進します。

1人以上
B

29年度で
完了

農業委員会
事務局

１－２
市の女性
職員・教
員の管理
職への登
用の促進

女性職員の管理職への
登用促進

男女雇用機会均等法の趣旨に沿っ
て、女性がその能力を十分に発揮で
きるよう、積極的に職域の拡大や能
力開発に努めるとともに、男性、女性
を問わず、個人の能力や特性を生か
し、意欲と能力を有する有為な人材
に活躍の場を与えるため、女性職員
の管理職への登用を促進します。

30% A 人事課
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基本方向１　あらゆる分野の政策・方針の決定及び実施の場への男女共同参画の推進　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
奈良県女性支援課「キャリア形成セミナー」研修派遣１名
奈良県市町村研修センター「女性職員エンパワー研修」派遣２名

（評価コメント）
昨年度と同様に、２講座に派遣している。今年度も引き続き派遣していく。

（実績）
女性管理職者数（平成２８年度）
※小学校４６校中１校は中学校長兼務。
　中学校２１校中１校は小学校長兼務、小学校教頭兼務
　教頭は、小学校46人、中学校22人、高校は２人

（評価コメント）
　前年度より女性管理職の登用が増加

（実績）
女性向け講座等の開催（７講座　延べ参加者数３２９名）

(評価コメント）
講座の参加率は軒並み80%以上であったが、参加率が50%に届かなかった講座もあり、すべての講座で80%以上の参
加率になるよう開催講座の見直しや周知方法の見直しが必要と考える。

１－２
市の女性
職員・教
員の管理
職への登
用の促進

女性職員を対象とした
リーダー育成研修

自治体経営等の重要政策分野、リー
ダーとしての役割等行政全般にわた
り研修を実施することにより、リーダー
となる女性に必要な能力の向上を図
ります。

２回 A 人事課

女性教員の管理職への
登用

市立学校の校長、教頭への女性教
員の登用を促進します。

ー Ａ 教職員課

１－３
民間企業
や各種団
体の管理
職への女
性の登用
促進

女性の活躍の場を広げる
ための啓発

社会のあらゆる場面で女性が活躍で
きる場を広げるための啓発を図りま
す。

ー A
男女共同参

画課
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基本方向１　あらゆる分野の政策・方針の決定及び実施の場への男女共同参画の推進　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
男女雇用機会均等法などの法制度、解説等を記載した「労政の手引」を更新し、啓発を行った。

（評価コメント）
「労政の手引」に女性活躍推進法に関する頁を追加し、啓発を行うことができた。

主要課題２　女性のキャリア形成支援と人材活用

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
あすなら市民講座の開催　　年間３回開催
・奈良市地域婦人団体連絡協議会
「春日大社の御巫～春日大社若宮おん祭を知る～」
開催日　平成２８年１２月５日
講師　春日大社　禰宜　西村泰宏
参加者　７３名
・女性ボランティア協会
「記紀・万葉集の中の鳥と植物」
開催日　平成２８年10月２９日、11月２６日
講師　小田久美子
参加者　延べ参加数３９名
・奈良市国際女性交流協会
「「新しい健康法ラフターヨガへの誘い」～笑いの体操とヨガの呼吸法を組み合わせた新健康法～
開催日　平成２８年９月１０日
講師　安藤和子
参加者　６８名

地婦連「ふれあいフェスティバル」
開催日　平成２８年６月１８日

(評価コメント）
「あすなら市民講座」や「ふれあいフェスティバル」等を開催することで団体の活性化やアピールに繋げている。また、各
団体がどよのうな活動（講座開催）をしているかを情報提供し、刺激し合うことで更なる活性化に努めている。

（実績）
市役所１階連絡通路において、パネル展示を行い啓発した。

(評価コメント）
今後は連絡通路の展示だけではなく、図書館や保健センターにも協力を仰ぎ、本の紹介や展示等の啓発活動を広げ
ていきたい。

１－３
民間企業
や各種団
体の管理
職への女
性の登用
促進

女性の登用促進啓発

事業主等が女性の登用を積極的に
進めることができるよう、男女雇用機
会均等法などの法制度、解説等を記
載した「労政の手引き」を活用し、啓
発を図ります。

ー Ａ 産業振興課

２－１
男女共同
参画推進
のための
女性キャ
リア形成
支援と人
材の活用

女性団体・グループの
ネットワーク推進事業

男女共同参画社会の実現をめざし、
共催事業の開催（あすなら市民講座
開催等）、キャンペーン事業等の支
援、情報交換の場の提供を通じて女
性団体、グループの育成に努めると
共に団体同士の横の繋がりが広がる
よう支援を行います。

ー A
男女共同参

画課

男女共同参画週間の啓
発

男女共同参画週間(６月２３日から２
９日までの１週間)に合わせ、リーフ
レットの配布やパネル展示などの啓
発事業を重点的に行います。

ー A
男女共同参

画課
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基本方向１　あらゆる分野の政策・方針の決定及び実施の場への男女共同参画の推進　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
あすなら市民講座の開催　　年間３回開催
・奈良市地域婦人団体連絡協議会
「春日大社の御巫～春日大社若宮おん祭を知る～」
開催日　平成２８年１２月５日
講師　春日大社　禰宜　西村泰宏
参加者　７３名
・女性ボランティア協会
「記紀・万葉集の中の鳥と植物」
開催日　平成２８年10月２９日、11月２６日
講師　小田久美子
参加者　延べ参加数３９名
・奈良市国際女性交流協会
「「新しい健康法ラフターヨガへの誘い」～笑いの体操とヨガの呼吸法を組み合わせた新健康法～
開催日　平成２８年９月１０日
講師　安藤和子
参加者　６８名

(評価コメント）
講座によって、参加率、アンケートによる満足度に大きな開きが見られた。今後は、すべての講座で参加率、満足度と
もに高い支持が得られるよう男女共同参画課も積極的に講座の選定等においてアドバイスを行っていきたい。

主要課題３　家庭・社会活動等への男女共同参画の推進・確立

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
平成２８年度防災会議議員
全委員 ４５名（内１６名が女性）　女性比率３５．５％

（評価コメント）
奈良市地域防災計画を作成するにあたって、幅広い意見を反映させるために奈良市防災会議を設置している。この
会議の委員については、女性委員の比率を維持し、平成2８年度地域防災計画の改定においても、女性の視点を取り
入れた改訂を実施した。

（実績）
平成２８年度　270箱（スティックミルク10本入り）を購入

（評価コメント）
これまで通り、粉ミルクの備蓄を行い、270箱（スティックミルク10本入り）を整備した。今後も同様に女性の視点を考慮
しながら、防災用品の整備に努める。

２－１
男女共同
参画推進
のための
女性キャ
リア形成
支援と人
材の活用

「あすなら市民講座」の開
催

女性の自立や男女共同参画に関す
る活動をしている団体やグループが
企画・立案した講座を、市と協働で
開催します。

ー A
男女共同参

画課

３－１
地域活動
等におけ
る男女共
同参画の
推進

女性の視点を取り入れた
防災計画の整備

女性の視点を取り入れた防災計画
を整備し、防災及び復旧・復興の
体制強化を推進します。

３０％を維持 Ａ 危機管理課

女性の視点を盛り込んだ
防災用品の整備

災害用備蓄品において、女性の視点
から必要とされている品目の整備・充
実を図ります。

2,700本 Ａ 危機管理課
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基本方向１　あらゆる分野の政策・方針の決定及び実施の場への男女共同参画の推進　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
4月　国立医療所「長島愛生園」「邑久光明園」施設慰問（済美地区分団）
4月　第5９回奈良市地区赤十字奉仕団総会
4月　春の交通安全運動
6月　奈良市地区奉仕団基礎研修会
7月　奈良市地区赤十字奉仕団県外研修（大阪府）
7月　赤十字奉仕団リーダー研修参加
10月　奈良市戦没者追悼式
10月　第4２回　敵・味方供養碑追悼式
12月　NＨＫ海外たすけあい募金活動
12月　ならマラソンボランティア
12月　施設慰問用鉄火みそづくり及び施設慰問
　1月　20歳の献血キャンペーン
ほか、各地区分団による分団一日赤十字等、随時開催
　
予算額　　１，２０２千円
決算額　　１，２０２千円

（評価コメント）
例年の赤十字奉仕活動を通じ、地域での助け合いや絆の大切さを実践し、地域活動の活性化を図ることができた。

（実績）
平成２8年度女性登用率　３０％
（委員７0人中、内女性２1人）

（評価コメント）
各種研修会等を実施し、推進委員の資質の向上をを図った。

（実績）
・おとうさんといっしょ！風車の貯金箱づくり（全1回　参加者８組）
・男の料理教室～おしゃれランチプレート～（全１回　参加者１０名）
・男のスターティングノート～これからの男の活き方セミナー～
　（全1回　８名）

(評価コメント）
「貯金箱づくり」や「料理教室」のような実践的な講座は参加率・満足度ともに高い支持率を得たが、「活き方セミナー」
は参加率が低く、参加率が上がるようニーズに合ったセミナーの開催や周知方法の検討が必要となった。

（実績）
開催講座数：263講座、開催回数：812回、参加者数：延べ26,358人
予算額：3,409千円、決算額：3,249千円

（評価コメント）
例年どおり、高齢者の生きがいづくり事業や女性学級等の実施、家庭教育の充実、男性の家事・育児等への参加促
進も含め、生涯学習の充実を図ることができた。開催にあたっては、夜間及び土日の開催など、多様な参加者を得ら
れるように努めた。

３－１
地域活動
等におけ
る男女共
同参画の
推進

赤十字奉仕活動
赤十字奉仕活動を通じ、地域での
助け合いや絆の大切さを実践し、
地域活動の活性化を図ります。

ー Ａ
地域活動推

進課

奈良市スポーツ推進委
員

指導者の資質向上を目指し、各種
研修会を開催するとともに女性指導
員の増員を図ります。

35% Ａ
スポーツ振

興課

３－２
家庭にお
ける男女
共同参画
の推進

男性の家事・育児・介護
等への参加促進

男性が固定的な性別役割分担意識
にとらわれず、家事・育児・介護等へ
スムーズに参加できるよう、学習の機
会を提供します。

ー A
男女共同参

画課

生涯学習の充実

固定的性別役割分担意識を解消
し、あらゆる分野における男女共同参
画を推進する公民館事業を展開し、
男女が多様な生き方の選択ができる
よう広く意識の浸透を図ります。

２００講座 Ａ 生涯学習課
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基本方向１　あらゆる分野の政策・方針の決定及び実施の場への男女共同参画の推進　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
公民館を拠点として、地域住民が家庭教育に関する課題について話し合い、解決へと導く仕組み構築に向けた取組を
実施。子を持つ親同士が交流し、子育てに関する悩み相談・情報共有する場としてサロンを開設したり、親子で参加で
きる講座などを開催。（開催講座：９件）
●「家庭教育支援事業」を実施している公民館数：６館
●講座参加人数：１４８人

（評価コメント）
本事業の取組をとおして、公民館と保護者や地域団体間で様々なつながりが生まれ、地域の教育力向上につながっ
た。

主要課題４　伝統文化、国際交流への男女共同参画

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
○姉妹都市交流事業
事業名：「ベルサイユ市姉妹都市提携30周年事業」
概　要：ベルサイユ市姉妹都市提携30周年を記念して、ベルサイユ市長一行を奈良市へ招へいし、鹿寄せや奈良市
内の社寺拝観、東部地域の散策を通し奈良市への理解・関心を促進した。
決算額：　2047千円

（評価コメント）
知名度の高い社寺に加え、これから振興を進めていく東部地域についても紹介することができ、広く理解・関心を促進
することができた。

（実績）
株式会社高電社が提供するインターネット自動翻訳サービス「J-SERVERプロフェッショナル」により機械翻訳している。
年間（２８年４月～２９年３月）で１１２５９件の翻訳利用があった。

（評価コメント）
目立ったクレームや意見等は無い。ホームページリニューアルの際には、他社比較を行うなど再評価する。

３－２
家庭にお
ける男女
共同参画
の推進

家庭教育の充実

学習内容に男女平等観に立った家
庭生活や子どもの養育が行われるよ
う、家庭教育の充実を図ります。ま
た、女性の学習活動の進展と機会の
充実を図り、女性を取り巻く諸問題を
考えます。

１０館 Ａ 生涯学習課

4-１
男女平等
にかかわ
る新しい
歴史文化
の創造

市民交流事業
国際文化観光都市として、広く海外
の諸都市との活発な親善活動の推
進を図ります。

ー Ａ 観光戦略課

市ホームページの外国語
対応

自動翻訳機能により、市公式ホーム
ページを英語、中国語（簡体、繋
体）、韓国語の３か国語に対応させ、
男女共同参画事業をはじめとする市
政情報の発信に努めます。

ー Ａ 広報戦略課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

主要課題５　男女共同参画社会を目指す環境の整備

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
産業医相談：２０６件、
産業カウンセリング相談：８６件、
保健師による相談：６３３件（電話相談：３４１件、面接相談：２９２件）

（評価コメント）
27年度に比べると減少している。新規相談者の拡充を今後実施していきたい。

（実績）
「職員のための子育て応援ハンドブック」を作成し配布する等、制度の周知・定着を図るため啓発に努めた。

（評価コメント）

（実績）
・おとうさんといっしょ！風車の貯金箱づくり（全1回　参加者８組）
・男の料理教室～おしゃれランチプレート～（全１回　参加者１０名）
・男のスターティングノート～これからの男の活き方セミナー～
　（全1回　８名）

(評価コメント）
「貯金箱づくり」や「料理教室」のような実践的な講座は参加率・満足度ともに高い支持率を得たが、「活き方セミナー」
は参加率が低く、参加率が上がるようニーズに合ったセミナーの開催や周知方法の検討が必要となった。

（実績）
育児・介護休業法などの法制度、解説等を記載した「労政の手引」を更新し、情報提供を行った。

（評価コメント）
「労政の手引」の育児・介護休業法の頁について、平成28年3月の法改正を受け、内容の更新を行い、情報提供をす
ることができた。

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
相談事業を随時実施した。

（評価コメント）
地域に根ざした公共施設として、様々な相談を受けることができました（各人権文化センター）。

５－１
仕事と家
庭生活の
両立を可
能とする
支援施策
の充実

市職員の健康相談

産業医・産業カウンセラー等による健
康相談、メンタルヘルス相談を実施
し、市職員の健康づくりを支援しま
す。

ー A 人事課

５－２
男性の育
児・介護
休業等の
取得向上

市職員への育児・介
護休業制度の啓発

男性の利用率向上を目指し、労働環
境の整備や支援体制を充実させ利
用できる各種制度等の周知を図ると
ともに、抵抗なく利用できるような意
識の醸成のため、情報提供や相談体
制の充実を図ります。

ー A 人事課

男性の家事・育児・
介護等への参加促
進(再掲)

男性が固定的な性別役割分担意識
にとらわれず、家事・育児・介護等へ
スムーズに参加できるよう、学習の機
会を提供します。

ー A
男女共同参

画課

男性への育児・介護
休業等の情報提供

男性が積極的に育児・介護休業等の
制度を利用できるよう、育児・介護休
業法などの法制度、解説等を記載し
た「労政の手引き」の活用により情報
提供を行い、意識の醸成を図ります。

ー A 産業振興課

主要課題６　女性の自立・就業継続促進のための条件整備

6-1
女性の自
立支援の
ための相
談事業の
充実

相談事業の実施

人権、社会問題や生活上での不安
等に関する相談に応じ、関係機関や
専門相談窓口などへの繋ぎとなる役
割を果たします。

－ A
人権文化セ

ンター
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
女性問題相談
男女共同参画センターあすなら：毎週月・火・水・金・土曜（午前１０時～１２時・午後１時～４時）
西部会館：毎週月・水曜（午前１０時～１２時・午後１時～４時）
北部会館：毎週木曜（午前１０時～１２時・午後１時～４時）
相談員３人
件数：2,771件（女性2,711件　男性60件）（内DV相談28件）

(評価コメント）
相談件数については、平成２７年度の2,442件から増加しており、依然として問題をかかえる女性が多いことが伺える。
今後も相談者の一助となるよう事業を進めると同時に相談員が研修等に参加することでスキルアップを図り、充実した
相談業務になるよう努める。

（実績）
障がい福祉課及び奈良市委託相談支援事業所８カ所で相談事業を随時実施した。

(評価コメント）
今後も継続し、その中で女性問題に関する相談があれば必要に応じて他課との連携を図ります。

（実績）
家庭児童相談：2,981件
ひとり親家庭等相談：2,116件

（評価コメント）
家庭児童相談および、ひとり親家庭等相談は毎年増加傾向にある。引き続き、相談窓口があることを広報することに努
める。

（実績）
ホームページにより、相談窓口の紹介と情報提供を行った。

（評価コメント）
「労政の手引」等により、関係情報を合わせて提供することができた。

（実績）
11の地域包括支援センターの運営を10法人に委託。
平成29年度に圏域を2ヶ所増設するための準備を行った。

（評価コメント）

6-1
女性の自
立支援の
ための相
談事業の
充実

相談事業の充実

障がい者(児)本人や関係者からの相
談に応じ、必要な情報の提供及び助
言などを総合的に行います。また、そ
の中で女性問題に関する相談があれ
ば、必要に応じて他課との連携を図り
ます。

ー A

女性問題相談事業

女性相談員による女性問題相談及
び女性弁護士による女性のための法
律相談を行い、相談者の様々な問題
に対応します。

ー A
男女共同参

画課

障がい福祉課

家庭児童、母子家
庭等相談

子どもの養育などについての悩みご
と、母子家庭等の生活相談に応じ、
必要な助言指導を行い、その解決を
図ります。

ー A
子育て相談

課

相談窓口の紹介、情
報提供

事業主が労働者の雇用管理の改善
に関し適切な措置を講ずるよう、法制
度、解説等を記載した「労政の手引
き」を活用し、啓発を図ります。また、
ホームページ等により、相談窓口の
紹介などの情報提供を行います。

ー A 産業振興課

6-2
育児・子
育て・介
護支援施
策の充実

地域包括支援セン
ター事業

高齢者が要介護状態になっても住み
慣れた地域で安心して生活できるよ
う、包括的・継続的な支援を行いま
す。

ー A 福祉政策課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
毎週月曜日　10時～15時、市役所玄関ロビー「市民相談窓口」、毎週木曜日　10時～15時、西部会館2階で、認知
症やその家族の相談を行った。
相談者数　延べ207件（市役所：134件、西部73件）

（評価コメント）
ホームページ・しみんだより及び市役所通路において広く啓発することができた。

（実績）
・在園児保護者に随時対応すると共に、保育参観や学級懇談、個人懇談においての子育て相談を実施・未就園児に
対しては、園庭開放、未就園児親子登園などの場を活用し、子育て相談の充実を図った。
・各園の実態に応じて、学識経験者等による子育て内容の講演会の実施（全園中数園）

（評価コメント）
少子化、情報化、核家族化等の社会状況が変化し子育てに不安を感じる保護者が、子育ての喜びや生きがいを感じら
れるよう、子育て支援・子育て相談を実施した。今後も保護者と共に育むという観点で取り組む。

（実績）
・認定こども園全園（９園）において実施　延べ利用者数１９，０９５人
・幼稚園では、大宮、富雄北、富雄第三、伏見、大安寺西、六条、西大寺北、平城、大安寺幼稚園の９園で実施　述
べ利用者数１９，２７９人

（評価コメント）
こども園化に伴い実施園を拡大し、保護者のニーズに応えて本事業を進めてきた。
一時預かり事業における保育の質についても検討していきたい。

（実績）
公立保育所等2４園　2,344人
私立保育所等32園　3,905人
合計6,249人が入所した。

（評価コメント）
新園（私立小規模保育事業所）3園の開設を行った。今後も多様化する保育ニーズに対応し、入所数増加に繋がるよ
う努めていく。

（実績）
私立保育所等　3１園、公立保育所等　6園で実施

（評価コメント）
新園（私立小規模保育事業所）３園で事業を開始したことにより、実施園の増加となった。今後も保護者の就労状況等
ニーズに応じるため実施園の拡大を目指すとともに、延長保育での保育の質を確保する。

6-2
育児・子
育て・介
護支援施
策の充実

認知症相談
認知症及び若年性認知症に関して、
本人や家族からの相談に応じます。

ー A 福祉政策課

子育て支援・子育て
相談の充実

各保育所・幼稚園・こども園で乳幼児
の子育てに関する相談を行います。
また、子どもの交流と保護者同士の
交流により行われる情報交換等を通
じて、子育ての不安解消と育児の楽
しさを感じるとともに、安定した生活に
繋がるよう支援します。

こども園25
園

A
こども園推

進課

市立幼稚園・こども
園における一時預か
り事業

市立幼稚園・こども園での通常の教
育時間外に、希望する在園児の一時
預かり保育を行います。

25園 A
こども園推

進課

通常保育事業

保護者の労働又は疾病などで保育を
必要とする乳児又は幼児を預かり、
保護者の就労支援と負担軽減を図り
ます。

6,503人 A

子ども政策
課

◎こども園
推進課

保育所・幼
稚園課

延長保育事業

勤労形態の多様化に伴う延長保育
の需要に対応するため、開所時間を
拡大して保育を行い、保護者の就労
支援と負担軽減を図ります。

45園 A

◎こども園
推進課

保育所・幼
稚園課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
私立保育所・私立認定こども園・私立小規模保育事業所1５園で実施

（評価コメント）
既存園（私立保育所）１園、新園（私立小規模保育事業所）１園で新たに事業を開始したことにより、実施園の増加と
なった。

病児保育実
施施設
２施設

（実績）
病児保育を市内医療機関2施設で実施
病後児保育を私立保育所2園で実施

病後児保育
実施園数

2園

（評価コメント）
子どもが一時的な病気の際にも安心して仕事ができるような環境を整備することにより、子育て世帯を支援するため、
病児・病後児保育事業を市内４施設で実施した。

（実績）
休日保育事業を市内私立保育所2園で実施。

（評価コメント）
日曜・祝日などに保育を必要とする保護者に対して、休日保育の情報を積極的に提供していく。

（実績）
夜間保育事業を市内私立保育所1園で実施。

（評価コメント）
夜間に就労するため保育を必要とする保護者に対して、夜間保育の情報を積極的に提供していく。

（実績）
市内14箇所の地域子育て支援拠点において、「子育て広場」、「一時預かり」及び「地域支援活動」などの多様な子育
て支援活動を実施し、地域全体で子どもの育ち・親の育ちを支援した。　地域子育て支援拠点（地域子育て支援セン
ター、つどいの広場、子育てスポットすくすく広場、児童館の子育て広場、子育てスポット及び認定こども園の子育て支
援(広場）の利用者数は、159,153人であった。

（評価コメント）
利用者数が年々増加しているとともに、アンケート調査等によると利用者満足度も高い。今後は、父親を対象としたイベ
ント・講座等の開催回数を増やすとともに、父親が参加しやすい雰囲気づくりも意識して取り組んでいく。

6-2
育児・子
育て・介
護支援施
策の充実

一時預かり事業

専業主婦等の育児疲れ解消、急病
や断続的勤務・短時間勤務等の勤
務形態の多様化に伴い育児が断続
的に困難となる場合に、一時的に児
童を預かり保育を行います。

15園 A
保育所・幼

稚園課

病児・病後児保育事
業

児童が病気や病気の回復期におい
て、保護者の仕事の都合等で保育が
困難な場合に、その児童を一時的に
専用施設で預かり、保護者の就労支
援と負担軽減を図ります。

A
保育所・幼

稚園課

休日保育事業

日曜・祝日などに保護者の勤務など
で保育を必要とする乳児又は幼児を
預かり、保護者の就労支援と負担軽
減を図ります。

２園
A

保育所・幼
稚園課

夜間保育事業

夜間に、保護者の就労などで保育を
必要とする乳児又は幼児を預かり、
保護者の就労支援と負担軽減を図り
ます。

１園
A

保育所・幼
稚園課

地域子育て支援拠
点事業

乳幼児とその保護者が集まり、お互
いに交流や、情報交換をしたりする場
や、スタッフから子育てに関するアド
バイスを受ける機会を提供します。ま
た、地域に出向いての子育て支援を
行います。

190,000人 A
子ども育成

課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
東・西・南・北の各福祉センターで「子育てスポットすくすく広場」を実施し、子育て親子の交流を行うとともに、高齢者と
の異世代間交流などの多様な子育て支援活動を実施した。地域子育て支援拠点（地域子育て支援センター、つどい
の広場、子育てスポットすくすく広場、児童館の子育て広場、子育てスポット及び認定こども園の子育て支援(広場）の
利用者数は、159,153人であった。

（評価コメント）
地域の中で子どもの育ち、親の育ちを支援することができた。子育てスポットすくすく広場は土曜日も開催しているが、父
親の参加が課題であるため、父親を対象としたイベント・講座等の開催回数を増やすとともに、父親が参加しやすい雰
囲気づくりも意識して取り組んでいく。

（実績）
地域の団体に委託して、市内の30ヵ所で、「子育てスポット」を開催した。また、実施団体の連携や情報交換等を密に
するために「子育てスポット交流会」を実施した。地域子育て支援拠点（地域子育て支援センター、つどいの広場、子育
てスポットすくすく広場、児童館の子育て広場、子育てスポット及び認定こども園の子育て支援(広場）の利用者数は、
159,153人であった。

（評価コメント）
今後は、地域の子育て支援団体や地域子育て支援拠点を対象とした「子育て支援交流会」を実施し、地域のさまざま
な人が子育てに関わり、地域全体で子育てを応援するための交流・連携の強化を図る。また、こども園の子育て支援事
業との協働・連携も必要である。

（実績）
活動件数　　6,695件
会員数　　　2,048人

（評価コメント）
積極的な広報活動の結果、会員数は年々増加しているが、依然として依頼会員（育児の援助を受ける人）に比べて、
援助会員（育児の援助を行う人）が少ない状況にある。このため、積極的な広報活動や援助を行いやすい環境づくりに
引き続き取り組み、援助会員の増加を図る。

（実績）
平成28年度から、児童養護施設や乳児院だけではなく、里親への委託が出来るように制度を整え、利用の選択肢を
広げた。また、子育て相談課、健康増進課及びこども家庭相談センター等の関係機関と連携し、情報の共有化を図っ
た。
利用日数　225日　　受入れ人数　84人　　施設数　6
　
（評価コメント）
市内において利用可能な預かり施設が存在しないため、遠方への児童の送迎が必要となる。里親への委託制度を充
実させるとともに、より利便性の高い制度設計を今後も検討する必要がある。また、引き続き、子育て相談課、健康増
進課及びこども家庭相談センター等の関係機関と連携し、情報共有化を図り、子育て親子を支援していく。

6-2
育児・子
育て・介
護支援施
策の充実

子育てスポットすくす
く広場事業

乳幼児とその保護者が集まり、お互
いに交流を図り、情報交換を行い、乳
児相談等を行ったり、高齢者を含め
異世代間での交流もできる場である
広場事業を、東・西・南・北福祉セン
ターの一室にて実施します。

190,000人 A 子ども育成課

子育てスポット事業

公共施設の空スペースを利用して、
月１～２回、乳幼児と保護者が気軽
に集い、交流できる場を地域に提供
し、育児相談や子育て関連情報の提
供、講習会などを実施します。

190,000人 A 子ども育成課

ファミリー・サポート・
センター事業

育児の援助を受けたい人と行いたい
人が会員登録し、会員相互の援助活
動を行います。

7,000件 A 子ども育成課

子育て短期支援事
業

児童を養育している家庭の保護者
が、疾病や仕事等の事由により児童
の養育が一時的に困難となった場
合、児童福祉施設で養育・保護を行
います。

80人 A 子ども育成課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
市内のサークルを含めた地域の子育て支援団体を対象にした交流会の開催回数　　年７回
子育てサークルへの運営補助金の交付　　22団体

（評価コメント）
市内のサークルを含めた地域の子育て支援団体を対象にした交流会の開催により、地域に根ざしたサークル支援を行
うとともに、地域の子育て支援団体との交流を図ることができた。

（実績）
登録者数　　108人
派遣回数　　551回

（評価コメント）
アドバイザーの活動内容を３区分に分類したことにより、依頼元のニーズに沿った派遣を行うことができた。また、今後も
各地域子育て支援拠点等との連携・協働により、地域における子育て支援を更に充実させていく。

（実績）
46バンビーホームで放課後児童健全育成事業を実施
（利用児童数：平均３，１５８人／日）

（評価コメント）
主任制度、指導員研修、巡回指導等により指導員の資質を高め、児童が放課後等を安全・安心に過ごせる環境を提
供することができました。また、延長保育や学習プログラム事業を実施し、バンビーホームの機能強化を図りました。

（実績）
・思わず手に取る！オリジナルチラシ作成講座
　(全４回　延べ参加数３５名）
・仕事にも役立つ！パワーポイント基礎講座
　（全５枚　延べ参加数２７名）
・～スキマ時間でサクサク学ぶ～
　女性のための簡単ホームページ作成講座
　（全４回　延べ参加数２７名）

(評価コメント）
参加率、アンケート調査による満足度ともに80%を超える高い支持を得ることができ、スキルアップをめざす女性が多い
ことが伺えた。今後もニーズに合った講座開催に努めたい。

6-2
育児・子
育て・介
護支援施
策の充実

子育てサークルへの
支援

市内のサークルを含めた地域の子育
て支援団体を対象にした交流会を開
催し、地域に根ざしたサークル支援を
行うとともに、地域の子育て支援団体
との交流及び情報交換等のネット
ワーク化を図ります。また、子育て
サークル一覧表を作成し、市HPへの
掲載や、地域子育て支援拠点等の
利用者へのサークルの情報提供を行
います。

7回 A 子ども育成課

子育て支援アドバイ
ザー事業

地域の子育て経験豊かな市民が乳
幼児とその保護者が集まる場所に出
向き、母親のちょっとした育児の悩み
や疑問について聞いてあげたり、一緒
に考えてあげて少しでも育児の負担
感を軽減します。

500回 A
子ども育成

課

放課後児童健全育
成事業

保護者が就労などで昼間家庭にいな
い世帯の小学生を預かり、集団生活
を体験させながら、健全育成を図りま
す。

3,250人/日 A 地域教育課

６－３
再就職の
機会を広
げるため
の啓発の
促進

再就職のための講座
の開催

再就職により社会進出をめざす女性
を対象とした講座を開催し、就業に結
び付く技術の習得を図ります。

ー A
男女共同参

画課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
国、県、労働局等による就職に関するイベントや情報のパンフレットを配置。

(評価コメント）
就職に関する関するイベントや情報のパンフレットをあすならに配置するとともに当課で作成した「IKUMENHANDBOOK」
をハローワークのマザーズコーナーに配置してもらうことでより多くの情報発信をする機会が持てた。

（実績）
「労政の手引」に再雇用特別措置についての記述を追加し、啓発を行った。

（評価コメント）
育児・介護休業法の規定としての再雇用特別措置を「労政の手引」に明記することで、啓発に役立てることができた。

（実績）
受給者数（H29.3.31現在）
　　　母子家庭　　3,058世帯　7,295人
　　　父子家庭　　　215世帯　　533人
助成額（決算額）180,757,999円

（評価コメント）

（実績）
家庭児童相談：2,981件
ひとり親家庭等相談：2,116件

（評価コメント）
家庭児童相談および、ひとり親家庭等相談は毎年増加傾向にある。引き続き、相談窓口があることを広報することに努
める。

（実績）
７世帯（２１人）
予算額：26,115千円
決算額：26,115千円

（評価コメント）
退所が3世帯あった。入所世帯が2世帯あり、例年並みの状況である。引き続き母子保護の実施を必要とする世帯に
適切な対応ができる相談窓口体制を維持する。

６－３
再就職の
機会を広
げるため
の啓発の
促進

再就職のための情報
提供

再就職を希望する女性に対し、ホー
ムページやパンフレットの配置により、
就労に関する様々な情報を提供しま
す。

ー A
男女共同参

画課

再雇用制度導入に
向けての啓発

事業主が再雇用制度導入を進める
よう、事業主及び勤労者に関する法
制度、解説等を記載した「労政の手
引き」を活用し、啓発を図ります。

ー A 産業振興課

A
子ども育成

課

家庭児童、母子家
庭等相談(再掲)

子どもの養育などについての悩みご
と、母子家庭等の生活相談に応じ、
必要な助言指導を行い、その解決を
図ります。

ー A
子育て相談

課

母子生活支援施設
への保護等

１８歳未満の児童のいる母子家庭等
で、監護すべき児童の福祉に欠ける
場合、入所保護し、生活指導を行い
ながら母子世帯の自立を促します。

ー A
子育て相談

課

６－４
ひとり親
家庭への
自立支援

ひとり親家庭等医療
費助成

ひとり親家庭等の医療費のうち、保険
診療にかかる自己負担金から一部
負担金を除いた額を助成します。

ー
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
新規貸付：１３件
継続貸付：２２件
予算額：３０，１６２千円
決算額：１５，３５２千円

（評価コメント）
昨年度より新規貸付数が減少している。（昨年度２２件）相談者ごとに適切な支援方法があり、新規貸付者の数で事業
の判断は難しいが、本当に必要な世帯の申請漏れを防止するため、しみんだより等を活用し、広報に努める。

（実績）
登録者数：３２名
利用者：８名（６４回）
予算額：４５０千円
決算額：４２２千円

（評価コメント）
子育てと社会生活を両立するために必要な事業であるため、登録者数を増やし、利用を促進していく必要がある。利用
回数の多さからも、仕事をしているひとり親世帯のニーズに合致していると思われる。

（実績）
支給者数：１名
予算額：２６１千円
決算額：４６千円

（評価コメント）
支給者が１名にとどまったが、就労を効果的に支援できる制度であるため、広報等を工夫し、支援の漏れがないように
努める。

（実績）
支給者数：２７名
予算額：３４，２８９千円
決算額：２６，４４９千円

（評価コメント）
修了者については、資格を活かした就労が見込まれ、安定した収入を得ることが出来る。ひとり親世帯の就労支援に必
要な制度であるため、今後とも広報活動を実施し、市民へ周知を図っていく。

（実績）
奈良県スマイルセンター
就業相談：1,646件
就業支援講習会：１０名（内修了者１０名）
就業情報提供：１，５４１名
母子自立支援プログラム：６８名
予算額：５，４５２千円
決算額：４，９２５千円

（評価コメント）
就業相談について、昨年度から約５０件増加した。その他の支援についても増加傾向にある。

母子父子寡婦福祉
資金貸付

母子家庭、父子家庭、寡婦の経済
的な自立を助け、扶養している児童
の福祉の増進を目的に資金の貸付を
行います。

65件 A
子育て相談

課

ひとり親家庭等日常
生活支援事業

母子家庭、父子家庭、寡婦が自立す
るための技能習得や就職活動、又は
疾病などの事由により、一時的に生
活援助や保育サービスが必要な場
合に、家庭生活支援員を派遣しま
す。

30回 A
子育て相談

課

母子家庭自立支援
教育訓練給付金事
業

就職に向けて職業技能を身に付ける
ため、市の指定する教育訓練講座を
受講した母子家庭の母、父子家庭の
父に対し、自立支援教育訓練給付
金を支給します。

30人 A
子育て相談

課

母子家庭等高等職
業訓練促進給付金
等事業

就職に向けて職業技能を身に付ける
ため、看護師等の養成機関での修学
を希望する母子家庭の母、父子家庭
の父に対し、高等職業訓練促進給付
金を支給します。また、入学前の相
談があった場合、修了後に高等職業
訓練修了支援給付金を支給します。

50人 A
子育て相談

課

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
(奈良県スマイルセン
ター)

母子家庭、父子家庭、寡婦を対象に
就業相談、就業支援講習会、就業
情報の提供等の一貫した就業支援
サービスを提供します。

ー A
子育て相談

課

６－４
ひとり親
家庭への
自立支援
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
推進・評価会議：０回
推進庁内会議：０回

（評価コメント）
当該計画については、「奈良市子どもの豊かな未来応援プラン」策定により、あり方を検討していく。

（実績）
母子・父子世帯向けの市営住宅等について、１戸の入居募集を行った。
【募集内容】
平成２８年度１１月募集　母子・父子世帯向け枠１戸募集につき、応募１件

（評価コメント）
入居者の公募を行ったところ申込者があり、入居した。今後も現行の優先入居制度を継続する。

施策の方向 事業名 事業内容 目標値
（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
男女雇用機会均等法などの法制度、解説等を記載した「労政の手引」を更新し、啓発を行った。

（評価コメント）
「労政の手引」の男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の頁について、平成28年3月の法改正を受け、内容の更新
を行い、情報提供をすることができた。

（実績）
演題：「人材不足の突破口として、イマドキの若者理解と採用戦略」
参加者：市内事業所を対象に９５名の参加

（評価コメント）
人それぞれ思考傾向や理解の仕方に違いがあることを把握することが、人事管理にとっても効果的であるという講演を
実施し、多様な人材が活躍するために必要なコーディネートのあり方について啓発を行うことができた。

（実績）
先輩起業家に学ぶ！女性のための起業セミナー
（全５回　延べ参加者４５名）

(評価コメント）
参加率は50%を割る結果となったがアンケート調査による満足度は100%であった。現講座を継続することで、女性の起
業への不安を取り除き、起業参加の意欲が湧くよう今後も支援に努める。

ひとり親家庭等の生活の安定と向上
のため、子育てや生活の支援、就職
支援、養育費の確保、経済的支援な
どの施策等の促進計画を総合的か
つ計画的に推進します。

ー A
子育て相談

課

公共賃貸住宅におけ
る母子・父子世帯の
優先入居制度の活
用

市営住宅の空家を募集する際、特定
目的住宅として母子・父子世帯向け
住宅枠を設けます。

ー A 住宅課

主要課題７　雇用における男女平等の確保

６－４
ひとり親
家庭への
自立支援

7-1
女性労働
施策の総
合的推
進・周知
徹底

就業条件についての
啓発

事業主や勤労者が就業条件につい
て理解を深めるよう、労働条件の最
低基準を定める労働基準法などの法
制度、解説等を記載した「労政の手
引き」を活用し、啓発を図ります。

ー

ひとり親家庭等自立
促進計画の推進

A 産業振興課

人権啓発事業主研
修開催

奈良市雇用促進連絡協議会と奈良
市企業人権教育推進協議会との共
催による、事業主対象の研修会を開
催します。

ー A 産業振興課

7-2
起業の支
援および
多様な就
業形態の
従事者な
どへの支
援

女性起業家への支
援

様々な分野で起業を目指す女性を
支援するため、起業に必要な知識や
技術の習得を目的とするセミナーを
開催します。

ー A
男女共同参

画課
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基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
男女雇用機会均等法などの法制度、解説等を記載した「労政の手引」を更新し、啓発を行った。

（評価コメント）
「労政の手引」の男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の頁について、平成28年3月の法改正を受け、内容の更新
を行い、情報提供をすることができた。

（実績）
ホームページにより、職業相談窓口の紹介及び就業支援情報の提供を行った。

（評価コメント）
「労政の手引」等により、関係情報の紹介及び就業支援情報の提供をすることができた。

（実績）
　奈良市女性林業研究会に出席
　　総会　1回
　　講習会1回

（評価コメント）
　林業に関する講習会に参加することで、社会参画への意識の向上を図ることができた。

（実績）
「なら農業委員会だより」（加入促進ＰＲ記事の掲載）市内農家8,000部配布（年2回発行）
予算額：259千円
決算額：257千円

（評価コメント）年2回の発行により、広く広報することができた。

施策の方向 事業名 事業内容 目標値
（平成32年度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
・思わず手に取る！オリジナルチラシ作成講座
　(全４回　延べ参加数３５名）
・仕事にも役立つ！パワーポイント基礎講座
　（全５枚　延べ参加数２７名）
・～スキマ時間でサクサク学ぶ～
　女性のための簡単ホームページ作成講座
　（全４回　延べ参加数２７名）

(評価コメント）
参加率、アンケート調査による満足度ともに80%を超える高い支持を得ることができ、スキルアップをめざす女性が多い
ことが伺えた。今後もニーズに合った講座開催に努めたい。

7-2
起業の支
援および
多様な就
業形態の
従事者な
どへの支
援

就業条件についての
啓発(再掲)

事業主や勤労者が就業条件につい
て理解を深めるよう、労働条件の最
低基準を定める労働基準法などの法
制度、解説等を記載した「労政の手
引き」を活用し、啓発を図ります。

ー A 産業振興課

職業相談窓口の紹
介及び就業支援情
報の提供

ホームページ等により、相談窓口の
紹介や就業支援情報の提供に努め
ます。

ー A 産業振興課

女性農林業従事者
の社会参画の促進・
地位向上

女性農林業従事者の社会参画を進
めるため、男性の意識改革を含めた
啓発と女性の経済的基盤の強化と共
に、農業協同組合、林業組合等の女
性の活動支援を行います。

各１回 A 農林課

農業者年金の加入
促進

農業振興を図る上で、男女が互いに
協力し助け合い最期まで農業従事者
として働き続けられるよう、農業者の
老後の生活の安定と福祉の向上に
加え、保険料助成を通じて担い手を
確保するという目的を合わせ持つ、
少子・高齢化に対応した政策年金へ
の加入を促進します。

２回
（１回8,000

部）
A

農業委員会
事務局

主要課題８　女性の職業能力の開発と職業教育の充実

８－１
女性の多
様な能力
開発の推
進

女性就業に関する啓
発事業

就業継続のためのスキルを身につけ
るための講座の開催や啓発事業を実
施します。

ー A
男女共同参

画課

17 



基本方向２　ワーク・ライフ・バランスの推進

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

奈良市女性
林業研究会
総会・講習
会への出席
各１回

（実績）
　奈良市女性林業研究会に出席
　　研究会　1回
　　北和農村生活グループ協議会総会・研修会等に参加

北和農村生
活グループ
協議会総
会・研修会
等に参加

（評価コメント）
　農林業に関する女性向け講習会に参加し、生産と経営管理能力の向上に期待ができる。

（実績）
・ 女性職員の救急救命士合計４名
・ 交替制勤務従事者５名

(評価コメント）

（実績）
・２級機関勤務員有資格者女性職員9名

(評価コメント）

施策の方向 事業名 事業内容 目標値
（平成32年度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
男のスターティングノート～これからの男の活き方セミナー～
（全１回　参加数８名）

(評価コメント）
参加率が40%と半分を下回る参加人数となったが、満足度は63%あり、ワーク・ライフ・バランスの意識の醸成には有意
義なセミナーであると考える。今後は、より多くの方に参加してもらえるよう、また、より満足度を上げるよう、周知方法、
講座の選定等を考えていきたい。

８－１
女性の多
様な能力
開発の推
進

交替制勤務における
女性職員の職域拡
大

救急自動車を含む消防車両の機関
勤務員資格について、女性の資格者
を育成し職域拡大を推進します。

ー A

農林業生産・経営管
理能力の向上

女性農林業従事者が意欲を持って
農林業に主体的に参画できるよう、
農林業生産や経営管理能力の向上
を目指した学習機会の提供や環境
作りを行います。

A 農林課

交替制勤務における
女性職員の職域拡
大

女性救急救命士を養成し、交替制勤
務における職域拡大を推進します。

ー A
消防局総務

課

消防局総務
課

主要課題９　ワーク・ライフ・バランスの社会全体への浸透

９－１
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの考
え方の普
及・
浸透

講演会・研修会の実
施

職場や家庭や地域において、多様な
生き方ができるようになるワーク・ライ
フ・バランスを推進する意識の醸成を
図ります。

ー A
男女共同参

画課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
すべての就学前の子どもに質の高い教育・保育を提供し、小学校への円滑な接続を図ることを目的に「こども園・幼稚
園・保育園職員研修会」を開催した。
予算額：1,063,000円
決算額：922,859円

（評価コメント）
職務内容や経験年数に応じた専門的な知識や実践力を身につけられるような内容を計画・実施してきたが、職員の参
加状況の差が課題である。引き続き、様々なニーズや国の動向などを把握し、奈良市の教育・保育の充実を図ることが
できるよう保育教育士の質の向上を行っていく。

（実績）
・在園児保護者に随時対応すると共に、保育参観や学級懇談、個人懇談においての子育て相談を実施・未就園児に
対しては、園庭開放、未就園児親子登園などの場を活用し、子育て相談の充実を図った。
・各園の実態に応じて、学識経験者等による子育て内容の講演会の実施（全園中数園）

（評価コメント）
少子化、情報化、核家族化等の社会状況が変化し子育てに不安を感じる保護者が、子育ての喜びや生きがいを感じら
れるよう、子育て支援・子育て相談を実施した。今後も保護者と共に育むという観点で取り組む。

（実績）
全２１校で職場体験学習等キャリア教育の一環として実施。

（評価コメント）
職場体験をジュニア・インターシップ（探求型職場体験）として実施し、その成果を奈良市ポスターセッションで発表し合
うことができた。

（実績）
各教科や領域の中で、人権教育や性教育など男女共同参画の理解を深める学習を進めた。

（評価コメント）
男女共同参画社会を形成していく担い手としての子どもたちを育成するため、各教科や領域の中で、学習内容や方法
に工夫を加えながら学習指導を進めている。

（実績）
本年度は作成せず。

（評価コメント）

（実績）
平成28年度、教育センターを拠点とした「集合型研修」講座を85講座実施した。

（評価コメント）
教職員研修を通じて男女共同参画の推進を図っていく。

主要課題１０　男女共同参画を目指す教育・学習の促進

１０－１
男女共同
参画を目
指す保
育・学校
教育の推
進

教育・保育内容の
充実

子どもの人権を十分配慮し、多様な
教育・保育ニーズ及び子育て支援等
のサービスに対応するため、保育所・
幼稚園・こども園に勤務する職員を対
象に研修を実施し、資質向上を図り
ます。

100% Ａ

中学生の乳幼児
ふれあい体験の充
実

幼稚園や保育園の乳幼児との触れ
合いを体験し、乳幼児の生活への関
心と子どもや家庭の大切さを学ぶ取り
組みを充実させます。

ー Ａ

こども園推進
課

子育て支援・子育
て相談の充実(再
掲)

各保育所・幼稚園・こども園で乳幼児
の子育てに関する相談を行います。
また、子どもの交流や保護者同士の
交流により子育ての情報交換等が行
われ、子育ての不安解消と育児の楽
しさを感じるとともに、安定した生活に
繋がるよう支援します。

25園 Ａ
こども園推進

課

学校教育課

指導方法の研修・
研究の充実

各教科や領域の中で、男女共同参
画の理念も踏まえた学習指導を行い
ます。

ー Ａ 学校教育課

人権学習教材資
料の作成

あらゆる人権問題の解決を図るた
め、幼児・児童生徒用の発達段階を
考慮した人権学習教材を作成し活用
を図ります。

ー Ａ 学校教育課

教職員研修の充実

校長や教頭等の管理職をはじめ、教
職員を対象とした研修で、男女共同
参画の理念を踏まえた学校運営につ
いての意識化を図ります。

ー Ａ 教育支援課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
特別支援教育についての来所相談1,001件
教育相談員4名

（評価コメント）
特別な支援を必要とする子どもたちや保護者及び教員の相談や訪問観察、発達検査を行うとともに障害特性に応じた
家庭・園・学校での適切な支援の方法について助言を行っている。また、特別な支援を必要とする就学前の幼児の保
護者からの、ことばの発達や就学にかかわる相談へ対応している。

（実績）
【地区別研修会】33地区　参加者数：1,911人
【ぶらり散歩】1２地区　参加者数：２７７人
【指導者講座】１回　参加者数：５９人

（評価コメント）
大勢の方に参加していただき好評であった。

（実績）
高齢者を対象とした事業を実施した。
北人権文化センター：事業数２事業　開催回数２０回　参加者数延べ７６３人
中人権文化センター：事業数１事業　開催回数１２回　参加者数延べ１３５人
東人権文化センター：事業数７事業　開催回数３７回　参加者数延べ９４９人
南人権文化センター：事業数２事業　開催回数４８回　参加者数延べ９４３人

（評価コメント）
地域の高齢者の寝たきりや閉じこもりを予防するとともに、いきいきと健康で生きがいのある生活を目的に各種講座を開
催することができた。

（実績）
女性を対象とした事業を開催した。
中人権文化センター：事業数１事業　開催回数１１回　参加者数延べ１０９人
東人権文化センター：事業数２事業　開催回数１１回　参加者数延べ１２２人

（評価コメント）
取り組みを通じ交流と親睦を深めることができました。そして、女性の持つ悩みや課題を出し合い、支え合う仲間づくりを
大切にできました。

（実績）
各種教室・講座を開催した。
北人権文化センター講座数：９講座　開催回数１００回　参加者数延べ１８７２人
中人権文化センター講座数：４講座　開催回数　３３回　参加者数延べ　１７１人
東人権文化センター講座数：３講座　開催回数　１９回　参加者数延べ　２４０人

（評価コメント）
各種の教室を開催することにより、地域住民が自主的・主体的に学ぼうという意識を育み、地域の教育力を高めること
ができた。

１０－１
男女共同
参画を目
指す保
育・学校
教育の推
進

特別支援教育相
談事業

教育センターを核に、男女共同参画
の視点に立った教育相談を充実させ
るとともに、特別な支援を必要とする
子どもたちの発達や就学についての
保護者の相談や、教員からの特別支
援教育に関する相談などの支援を行
います。

1,200件 Ａ 教育相談課

10-2
男女共同
参画を目
指す生涯
学習の推
進

地域における男女
共同参画の推進
事業

奈良市人権教育推進協議会の活動
を通じて、地域における男女共同参
画の推進を図ります。

ー Ａ 人権政策課

高齢者生きがいづ
くり事業

高齢者が生きがいを持って、心豊か
な生活を送るための事業を実施しま
す。

ー Ａ
人権文化セ

ンター

女性学級

女性の社会参加が急速に進む中、
女性の自主的な学習意欲に基づき
豊かな人間性を培い、社会人として
その資質や能力を向上させる学習機
会を提供します。

ー Ａ
人権文化セ

ンター

講座・教室の開催
講座や教室を開催し、その中で男女
共同参画を目指す生涯学習を推進
します。

ー Ａ
人権文化セ

ンター
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
すべての就学前の子どもに質の高い教育、保育を提供し、小学校への円滑な接続を図ることを目的に「こども園・幼稚
園・保育園職員研修会」を開催した。
予算額：1,063,000円
決算額：922,859円

（評価コメント）
職務内容や経験年数に応じた専門的な知識や実践力を身につけられるような内容を計画・実施してきたが、職員の参
加状況の差が課題である。引き続き、様々なニーズや国の動向などを把握し、奈良市の教育・保育の充実を図ることが
できるよう保育教育士の質の向上を行っていく。

（実績）
開催講座数：263講座、開催回数：812回、参加者数：延べ26,358人
予算額：3,409千円、決算額：3,249千円

（評価コメント）
例年どおり、高齢者の生きがいづくり事業や女性学級等の実施、家庭教育の充実、男性の家事・育児等への参加促進
も含め、生涯学習の充実を図ることができた。開催にあたっては、夜間及び土日の開催など、多様な参加者を得られる
ように努めた。

（実績）
公民館を拠点として、地域住民が家庭教育に関する課題について話し合い、解決へと導く仕組み構築に向けた取組を
実施。子を持つ親同士が交流し、子育てに関する悩み相談・情報共有する場としてサロンを開設したり、親子で参加で
きる講座などを開催。（開催講座：９件）
●「家庭教育支援事業」を実施している公民館数：６館
●講座参加人数：１４８人

（評価コメント）
本事業の取組をとおして、公民館と保護者や地域団体間で様々なつながりが生まれ、地域の教育力向上につながっ
た。

（実績）
・事業の推進にかかる図書資料を充実し、男女年齢を問わず幅広い利用者の閲覧及び貸出があった。

(評価コメント）
・男女共同参画週間に合わせて、関連図書の展示を行うなどして、より多くの利用者への資料提供を考える必要があ
る。

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
   平成２８年度支援措置申出数　２１７世帯　４９２人

（評価コメント）
　ＤＶ及びストーカー被害者等からの支援措置の申出により、住民基本台帳の閲覧及び住民票、戸籍の附票の発行に
制限をかける措置をとることで被害者の住所情報の保護を図った。警察、奈良県中央こども家庭相談センター等の関
係機関との連絡調整、市内各出張所及び行政センターと密な連絡調整、更には関連する他の市区町村と連携して被
害者の支援にあたった。また、今年度に新設された奈良市配偶者暴力相談支援センターとも連携が開始し、被害者の
住所情報の更なる保護につなげられた。

10-2
男女共同
参画を目
指す生涯
学習の推
進

教育・保育内容の
充実
(再掲)

子どもの人権を十分配慮し、多様な
教育・保育ニーズ及び子育て支援等
のサービスに対応するため、保育所・
幼稚園・こども園に勤務する職員を対
象に研修を実施し、資質向上を図り
ます。

100% Ａ
こども園推進

課

生涯学習の充実
(再掲)

固定的性別役割分担意識を解消し、
あらゆる分野における男女共同参画
を推進する公民館事業を展開し、男
女が多様な生き方の選択ができるよ
う広く意識の浸透を図ります。

200講座 Ａ 生涯学習課

家庭教育の充実
(再掲)

学習内容に男女平等観に立った家
庭生活や子どもの養育が行われるよ
う、家庭教育の充実を図ります。ま
た、女性の学習活動の進展と機会の
充実を図り、女性を取り巻く諸問題を
考えます。

10館 Ａ 生涯学習課

図書資料貸出

図書館資料を充実し、閲覧及び貸出
に供するとともに、男女共同参画週
間に関係本の特集コーナーを作りま
す。

ー Ａ
中央・西部・
北部図書館

主要課題１1 人権の尊重と女性への暴力の廃絶

11－1
DV基本計
画に基づ
いた対応

「住民基本台帳事
務における支援措
置申出書」による
住民票等の閲覧
及び交付の制限

ＤＶ被害者等から「住民基本台帳事
務における支援措置申出書」を受理
した場合、本人以外からの住民票請
求等に応じないこととして、被害者情
報を保護します。

ー Ａ

◎市民課
各行政セン

ター
各出張所
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
＊ＤＶ防止及び被害者支援基本実施計画進捗状況報告書にて報告

(評価コメント）

（実績）
指針に基づき啓発を図るとともに、事案が発生した場合には事実関係の把握を行い適切に対処することとしている。

（評価コメント）

（実績）
犯罪被害者支援奈良県民のつどいに参加、部長が来賓挨拶を行った。犯罪被害者週間ポスターについて人権政策
課窓口で掲示、「犯罪被害者支援奈良県民のつどい」ポスターを市役所一階通路に掲示し啓発を行った。

（評価コメント）
平成２８年の「第３次犯罪被害者等基本計画」において「犯罪被害者週間」（１１月２５日～１２月１日）が設定されたと
ころであり、これから奈良市としても犯罪被害者支援センター支援事業についての啓発を行っていかなければならない。

（実績）
民生委員児童委員協議会連合会において講師を派遣し、DV啓発の出前講座を実施した。（9月13日実施）

DV・デートDV啓発リーフレット、カード、ポスターは継続して配置。

(評価コメント）
民生委員児童委員向けに行った出前講座では46名の参加があり、研修について理解できた人が74%であった（理解で
きなかった人は0%）。この研修を機に地域ぐるみでのＤＶ防止へと繋げていきたい。

（実績）
DVカード、DVリーフレットを医師会を通じて３４０ヶ所の医療機関へ配布し、配置した。
平成28年5月から開設したDV相談ダイヤルのチラシを庁内機関１０１ヶ所へ配布し、配置した。

（評価コメント）
ＤＶを知ってもらうには身近な存在である医療機関への配置は有効な手段と考えおり、定期的に配置することでＤＶ防
止に努めた。また、チラシ等でＤＶ相談ダイヤルの周知を行い、ＤＶで悩む人の身近な相談機関として問題解決に努め
た。

（実績）
障がい福祉課内に設置している障害者虐待防止センターにて対応。平成２８年度受付２９件のうち８件を虐待と認定し
ている。

(評価コメント）
障害者の虐待には、様々な要因が複雑に影響しており、困難度は高く、更なる連携強化がが必要である。

11－1
DV基本計
画に基づ
いた対応

ＤＶ施策の充実

「ＤＶ防止及び被害者の保護と自立
支援計画」に基づき、ＤＶ防止と被害
者の保護及び自立支援を総合的か
つ計画的に推進します。

ー A
男女共同参

画課
関係各課

11-2
暴力の発
生を許さ
ない環境
づくり

セクシュアル・ハラ
スメントに対する市
職員の認識を深め
るための啓発活動
及び防止対策の
推進

「職場におけるセクシュアル・ハラスメ
ントの防止に関する指針」に基づきセ
クシュアル・ハラスメントの防止とその
啓発を図るとともに、発生した事案に
対しては適切に対処する体制の整
備・充実に努めます。

ー Ａ 人事課

犯罪被害者支援
センター支援事業

犯罪被害者支援ネットワークに加盟
し、犯罪被害者支援センターを支援
します。

ー Ａ 人権政策課

暴力の発生を許さ
ない環境づくりの啓
発

身近にある全ての暴力に対して許さ
ないという意識作りのための啓発を図
ります。

ー A
男女共同参

画課

ＤＶ相談窓口の周
知

相談窓口や相談機関等の情報を掲
載したリーフレット等を公共施設や関
係機関に配置し、広く市民に周知しま
す。

ー Ａ
男女共同参

画課

障がい者虐待相
談

障がい者虐待に関する相談に応じま
す。また、障がい者虐待防止に関し
て啓発を図ります。

ー Ａ
障がい福祉

課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
　各地域包括支援センターにおいて、高齢者や高齢者を抱える家族からの相談に応じた。また、虐待が疑われる場合
には男女共同参画課等の関係機関とも連携を図りながら、高齢者及び高齢者を介護等している養護者への支援を
行った。

（評価コメント）
　高齢者虐待の中では配偶者からの暴力（ＤＶ）のケースもあることから、関係機関との連携は不可欠であり、今後もより
一層の連携強化が求められる。

（実績）
演題：「人材不足の突破口として、イマドキの若者理解と採用戦略」
参加者：市内事業所を対象に９５名の参加

（評価コメント）
人それぞれ思考傾向や理解の仕方に違いがあることを把握することが、人事管理にとっても効果的であるという講演を
実施し、多様な人材が活躍するために必要なコーディネートのあり方について啓発を行うことができた。

（実績）
相談実績　１５７２件（内ストップいじめなら相談ダイヤル７件）

（評価コメント）
今年度より、「ストップいじめなら相談ダイヤル」を開設し、女性指導主事が対応することにより、相談をしやすくした。ま
た、今年度より、虐待対応が課の業務に加わり、相談件数が増加した。

（実績）
街頭指導活動　１０９０回

（評価コメント）
奈良市教育委員会が委嘱する少年指導委員の半数以上が女性であり、子どもの安全・安心を守るための活動や青少
年健全育成のための活動に参加・活躍している。

11-2
暴力の発
生を許さ
ない環境
づくり

高齢者虐待相談
高齢者虐待に関する相談や介護スト
レスを抱え悩んでいる家族の相談に
応じます。

ー Ａ 長寿福祉課

人権啓発事業主
研修開催（再掲）

奈良市雇用促進連絡協議会と奈良
市企業人権教育推進協議会との共
催による、事業主対象の研修会を開
催します。

ー Ａ 産業振興課

相談業務（窓口）
の啓発と充実

児童・生徒の悩みに答える相談業務
（窓口）の啓発と、女性相談員の配置
等による相談体制を充実し、関係機
関との連携によりその効果的な対応
と解決を図ります。

ー Ａ
いじめ防止
生徒指導課

街頭指導活動の
強化

各中学校区において少年指導委員
等による街頭指導を実施し
、青少年の行動実態把握に努めると
ともに、問題行動に関わる青少年に
対し、学校や関係機関と連携して指
導を行います。

1,250回 Ａ
いじめ防止
生徒指導課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
１回（店舗数８店）

（評価コメント）
女性を含めた担当者が有害環境があると思われる店舗への立ち入り調査に参加することで、女性の視点からみえる店
舗の課題等を指摘。立入調査の結果を地域に還元できた。

主要課題１２　女性の健康の増進と福祉の向上

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で
終了

担当課

（実績）
市関係機関で実施している事業等をリンクさせた市公式HPにリプロダクティブ・ヘルツ/ライツのページを継続して掲載。
開催講座
・ゆったりヨガ～心とカラダのリフレッシュ～
　（全３回　延べ参加数５６名）
・健康プチセミナー「東洋医学で免疫力アップ！」
　（全１回　参加数３８名）

(評価コメント）
笑いの体操とヨガの呼吸法を組み合わせた「笑いヨガ」や自宅でできるセルフケア方法として「東洋医学」を受講すること
で心身の充実を図り、ワーク・ライフ・バランスの重要性を知ってもらう機会を設けることができた。

（実績）
即日HIV抗体検査第１・２・３月曜日２３６名（うち休日・夜間：２３名）
・文化祭でのエイズコーナー①県立平城高校５７名②県立高円高校５６名
・高校エイズ教育①県立西の京高校約３００名②奈良女子高校約１２０名
・啓発活動①HIV検査普及週間に関わるポスター・パンフレットの配布。配布先：高校・大学・専修学校等約４００箇所
②世界エイズデーに関わるポスターパンフレットの配布。配布先：医療機関・助産所・中・高等学校・大学・専修学校等
約４００箇所③パネル展示。展示場所：奈良市役所、はぐくみセンター、パンフレット配布約１００部

（評価コメント）
HIV抗体検査はインターネットを見て受検する人が多く、受験者増加のためアクセスしやすいホームページ作成が必要。
若年者へのHIV感染予防対策はすぐに結果が出る事業ではないが、教育機関と連携して果たす保健所として性感染予
防の意義が大きい。相談体制としてはセクシャルマイノリティについても受け止め、予防行動へつなげることができるよう
質の向上が必要。

（実績）
家庭訪問対象者数：1,763人
家庭訪問数：1,759人
面接率：99.7％
予算額：5,464千円
決算額：5,443千円

（評価コメント）
面接ができなかった人も他機関での現認確認ができており、把握率は100％となっている。

11-2
暴力の発
生を許さ
ない環境
づくり

有害環境への立
入調査及び指導

警察との連携・協力の下に青少年に
有害な図書やビデオ等を販売する店
舗に対し、販売の自主規制や展示場
所の適正化を求めるため、立入調査
指導を実施します。

2回
（店舗数20

店）
Ａ

いじめ防止
生徒指導課

１２－１
リプロダク
ティブ・ヘ
ルス／ライ
ツに基づ
いた施策
の推進

リプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツに関
する意識の浸透

女性の生涯を通じた健康支援の総合
的な推進を図るため、リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツの正しい知識や情
報の収集を行い、認識を深めます。

ー Ａ
男女共同参

画課

エイズ対策推進事
業

新規ＨＩＶ感染者が多い若年層へのエ
イズに関する普及啓発が重要なこと
から、高校生を対象としたエイズ予防
教育の実施により、正しい知識の普
及を図ります。

ー Ａ 保健予防課

１２－２
ライフス
テージに
応じた健
康管理の
推進

こんにちは赤ちゃ
ん訪問
（乳児家庭全戸訪
問事業）

助産師等の訪問員が、生後４か月未
満の乳児を育てるすべての家庭を訪
問し、出産後の様々な不安や悩みの
傾聴と子育てに関する情報提供を行
います。

99.5% Ａ
子育て相談

課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
対象家庭数：23件
延べ訪問回数：120件
予算額：456千円
決算額：438千円

（評価コメント）
養育環境が改善するするように、関係機関と連携し仲間づくりや社会資源を活用し継続した支援を行った。

（実績）
年間12回（2日間で1コース）
受講者数：（妊婦延）362人、（夫）165人、（祖父母等）2人

（評価コメント）
妊婦の体調の配慮や話題が共有できるよう対象者の妊娠週数を変更したため、昨年度より参加者数は減少したが、体
調不良者はなく、グループワークも共有しやすくなった。

（実績）
　訪問人数
妊婦（延べ）　34人
新生児・産婦（延べ）　832人

（評価コメント）
妊娠届出時より支援の必要性を検討し、必要時保健師・助産師等が訪問を行っている。また、産後に保護者や関係機
関から連絡があった産婦・新生児に対しても保健師・助産師が訪問を行い、育児不安の軽減を図っている。

（実績）
訪問人数
未熟児（延べ）　146人

（評価コメント）
養育医療申請や医療機関からの連絡、保護者からの連絡があった未熟児に対し保健師・助産師が訪問を行い、育児
不安の軽減を図っている。

１２－２
ライフス
テージに
応じた健
康管理の
推進

養育支援訪問事
業

こんにちは赤ちゃん訪問の後も継続し
て養育に関する相談・助言が必要な
家庭に、保健師等の支援員が家庭
訪問を行います。

ー Ａ
子育て相談

課

はじめてのママパ
パ教室

妊娠２２週以降の初妊婦を対象に、
講義やグループワーク、パパや家族も
参加の沐浴実習を行い、妊娠・出
産・子育てに関する正しい知識の普
及を図ります。

ー Ａ 健康増進課

妊産婦・新生児訪
問指導

妊産婦の健康管理や新生児期の発
育・栄養・環境等について適切な指
導を行うため、助産師及び保健師が
必要に応じて訪問を行います。

ー Ａ 健康増進課

未熟児訪問指導

未熟児を対象に訪問を行い、保護者
の育児不安の解消を図るとともに、医
療との連携を図りながら適切な支援
を行います。

ー Ａ 健康増進課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
４か月児健康診査
対象者数：2,480人 受診者数：2,432人(受診率98.1％）
１０か月児健康診査
対象者数：2,515人 受診者数：２,430人受診率96.6％）
１歳７か月児健康診査
対象者数：2,587人 受診者数：2,465人（受診率95.3％）
３歳６か月児健康診査
対象者数：2,679人 受診者数：2,473人（受診率92.3％）

（評価コメント）
受診率向上のため、関係機関に健診受診勧奨のポスター掲示を依頼し啓発に努めている。

（実績）
実施回数：21回（７回で1クールを3クール実施）
参加者数：（延）285組

（評価コメント）
教室参加児が低年齢化してきており、定員数の見直しを行い、2クール目から1クール20組定員を15組定員に減らし
た。その分スタッフの目が行き届きやすくなり、児の発達や親子の関わり方の変化がよく分かり、母同士の交流もしやすく
なった。

（実績）
支援対象者数：59件
支援延べ回数：216件
支援サークル数：２　サークル実施回数：24回

（評価コメント）
支援対象者が増加してきており、ニーズがより個別化されてきているため、課内の担当者の増加（人材育成やスキル
アップ）や関係機関との役割分担を明確にする必要がある。

（実績）
・健康診査　 　　　　 　　  受診者数：　　　4２９人
・大腸がん検診　　　　　　 受診者数：３２，８６１人
・胃がん検診（エックス線） 受診者数：　２，７１１人
・胃がん内視鏡検診　　　　 受診者数：　　　１５９人
・肺がん検診　　　　　  　  受診者数：　 3，0９０人
・肝炎ウイルス検診　　  　  受診者数：　　　１１７人
・歯周病疾患検診　　　  　  受診者数：　　　３９１人
・子宮頸がん検診 　　   　   受診者数：１１，３０１人
・骨粗しょう症検診 　　　   受診者数：　１，３２３人
・乳がん検診　　  　　　　  受診者数：　９，１７３人
・胃がんリスク検診　　　　 受診者数　　　　２５８人

（評価コメント）
　受診票の形態を新しくした検診について、受診者数が減少したため、引き続き啓発を行う。

１２－２
ライフス
テージに
応じた健
康管理の
推進

各種乳幼児健康
診査

４か月児、１０か月児、１歳７か月児、
３歳６か月児を対象に健康診査を行
い、疾病の早期発見・早期治療と適
切な育児指導を行うとともに、子ども
の心身の安らかな発達の促進、育児
不安の軽減を図ります。

ー Ａ 健康増進課

きしゃぽっぽ教室

１歳７か月児健診、３歳６か月児健診
の事後指導の場として教室を開催
し、遊びやグループワークを通じて子
どもの発達や発達段階に応じた適切
な関わり方を学び、育児不安の軽減
を図ります。

ー Ａ 健康増進課

療育指導事業

長期にわたり療育を必要とする児童
に対し、相談や家庭訪問、関係機関
との調整などを行い、日常生活にお
ける健康の保持増進及び育児不安
の軽減を図ります。

ー Ａ 健康増進課

各種健(検)診

がん・脳卒中・心臓病などの生活習
慣病予防対策の一環として、これらの
疾患の早期発見、早期治療を目的
に、健康診査、がん検診等各種検診
を実施します。

ー Ａ 健康増進課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
９教室・１講習会
参加者数：９２０人
予算額：２５５千円　　決算額２５５千円

（評価コメント）
スポーツ推進委員が分担し、各地域での子どもから高齢者までが親しむことの出来るスポーツの普及に努めた。

（実績）
相談者数：10人

（評価コメント）
2か月に1回実施日を設定して実施していたが、随時、心理相談員による電話や来所相談を実施しているため、29年
度からは事業としては終了し、各種専門職の電話・来所相談として啓発・実施していく。

（実績）
相談者数：213人

（評価コメント）
相談件数は減少しているが、こども発達センターが開設して5年が経過し、役割分担ができている。

（実績）
5か月児ぱくぱく教室
　実施回数：24回、参加者数：685組
1歳0か月児むし歯予防教室
　実施回数：24回、参加者数：450組

（評価コメント）
28年度から第1子を対象にしたため、参加者数は減少しているが、同じ悩みを共有しやすく、交流が図りやすくなった。
また、第2子以降は個別相談や動画サイトの掲載で対応している。

（実績）
実施回数23回（幼稚園５園、こども園3園、保育所15園）

（評価コメント）
実施する幼児の対象年齢は園の希望に合わせて設定しており、園からは好評である。また、低年齢の幼児は保護者同
伴で実施しており、保護者からのアンケート結果からも満足度は高い。

12-3
健康づくり
に関する
情報提供
と相談窓
口の充実

スポーツ教室・講
習会の開催

市内の９地域で、青少年から高齢者
を対象としたスポーツ教室・講習会を
開催します。

1,800人 Ａ スポーツ振興課

すくすく相談
乳幼児の心の発達について相談に応
じ、育児不安の軽減を図ります。

ー
Ｂ

28年度で
終了

健康増進課

発達相談

１歳７か月児健診、３歳６か月児健診
後の指導が必要な幼児の発達検査
を行い、早期に適切な相談を行うとと
もに、必要に応じて医療、療育に繋げ
発達を援助します。

ー Ａ 健康増進課

5か月児離乳食教
室（ぱくぱく教室）
1歳0か月児むし
歯予防教室（歯ぴ
か教室）

5か月児とその保護者を対象に離乳
食教室（ぱくぱく教室）で離乳食・子ど
もの成長・子育て等についての講義、
1歳0か月児とその保護者を対象にむ
し歯予防教室（歯ぴか教室）で歯の
手入れの講義と実習を行います。
（平成27年度～むし歯予防教室の
対象者・事業名変更）

ー Ａ 健康増進課

保育所・幼稚園歯
科指導

乳歯のむし歯予防と健全な永久歯の
発育をめざし、保育所・幼稚園児及
び保護者を対象に歯の講話と歯科指
導を実施します。

ー Ａ 健康増進課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
食生活改善推進員養成講座を開催。受講者２６人（男性１人）。修了者18人（男性１人）。
会員数66人うち男性３人(新規会員13人うち男性１人)

（評価コメント）
世代交代と、活動の変遷期に来ており、会員確保と活動力維持が困難となってきている。

健康教育
3,000人

（実績）
・健康教育　実施回数：１００回　　参加者数：延７，１０３人（４０～６４歳　１，０１５人）
・健康相談　実施回数：８４３回　参加者数：延１，９４０人（４０～６４歳　１，２９２人）

健康相談
1,000人

（評価コメント）
・まとまった相談件数を確保できているが、本来対象とする壮中年期への啓発を今後も継続する必要がある。

（実績）
・相談者数（延）
健康増進課：3,412人（電話相談557人を含む）
西部相談室：800人
公民館巡回：845人
・親子プチ講座　実施回数：12回、参加人数212人

（評価コメント）
健康増進課での相談件数は年々増加傾向にあり、リピーターも多く育児不安の軽減に繋がっている。その他の場所は
相談件は減少しているが、子育て関連機関が増加してきており、重複する内容等の把握と役割分担が必要がある。

（実績）
　各福祉センターにて高齢者に対し各種の相談に応じるとともに、健康の増進、教養の向上及びレクレーションのための
便宜を総合的に供与し、高齢者福祉の増進を図った。

（評価コメント）
　各種の相談を応じられる場所として、今後も福祉センターの充実を図っていく。

12-3
健康づくり
に関する
情報提供
と相談窓
口の充実

食生活改善推進
員養成講座

「自らの健康は自らの手で守る」という
意識を高め、それを食生活の改善を
通じて実践できる住民を養成します。
また、男性会員を増やし協議会活動
の活性化を図ります。

100人 Ａ 健康増進課

地域における健康
教育･健康相談

公民館等の地域で、中高年に対する
生活習慣病予防のための健康教育・
健康相談を行います。

Ａ 健康増進課

妊産婦・乳幼児健
康相談

妊娠中又は乳幼児期の子育てに関
する不安や心配事について、保健所
と西部会館の相談室で保健師・助産
師等が相談に応じます。また、公民
館等も巡回します。

ー Ａ 健康増進課

12-4
男女共同
参画の視
点に立っ
た高齢者
等の福祉
の充実

老人福祉センター
の充実

老人に対し各種の相談に応じるととも
に、健康の増進、教養の向上及びレ
クリェーションのための便宜を総合的
に供与し､老人福祉の増進を図りま
す。

４箇所 Ａ 長寿福祉課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
登録会員数：女性　　　４５３名
　　　　　　男性　１，１３１名

（評価コメント）
引き続き、シルバー人材センターへの支援を行い、事業内容等の拡充や高齢者の就業機会の拡大を図ります。

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で
終了

担当課

（実績）
女性問題を含む様々な人権問題の解決を図るため、啓発事業を実施した。「人権を確かめあう日」記念集会　参加者
数：1１０人、人権ふれあいのつどい　参加者数：１２０人、ハートフルシアター　参加者数：1５０人、人権市民講演会
参加者数：２０２人
（評価コメント）
大勢の方に参加していただき好評であった。

（実績）
所蔵図書（女性の人権問題）：90冊
所蔵ビデオ・ＤＶＤ（女性の人権問題）：15本

（評価コメント）
企業等の研修の為ビデオ・ＤＶＤを五回貸出した。

（実績）
婦人・女性史・男女同権　８９５冊（内人権関連図書５４冊）

(評価コメント）
平成28年度の貸出実績は１１件（人）で冊数は16冊（内ＤＶＤ2件）であった。今後も定期的に図書を購入することで、
新しい情報の発信を行い、より多くの人に利用してもらえるよう努める。

（実績）
平成２１年７月に実施
平成2８年度は実施せず

(評価コメント）
実施には至っておらず、実施時期や調査項目の洗い出し、委託する場合の委託内容等について、課内で打ち合わせを
行い、できるだけ早い時期での実施をめざす。

（実績）
男女共同参画情報紙「和音・ならvol.32」発行
3,000部×1回

(評価コメント）
平成28年度は女性起業家を紹介するコーナーを設ける等の工夫をし、新しい情報発信に努めた。

12-4
男女共同
参画の視
点に立っ
た高齢者
等の福祉
の充実

シルバー人材セン
ター補助事業

シルバー人材センターに対し事業補
助を行うことにより、事業内容等の拡
充や高齢者の就業機会の拡大を図り
ます。

ー Ａ 産業振興課

主要課題１３　男女共同参画を目指す意識変革の促進・浸透

13-1
固定的な
性別役割
分担意識
をなくす世
論の醸成・
浸透

人権尊重に係る啓
発事業の実施

女性の問題を含む様々な人権問題
の理解を進めるための事業を実施し
ます。

ー Ａ

図書の整備及び
活用

男女共同参画社会作りのための啓発
図書を充実し、貸し出しを行います。

ー Ａ

人権政策課

視聴覚教材の整
備及び活用

女性の人権問題に関する視聴覚教
材の整備及び活用を図ります。

ー Ａ 人権政策課

男女共同参
画課

男女共同参画に
関する市民意識
調査の実施

男女共同参画に関する市民の意識
を把握するため、５年に１回調査を実
施し、調査結果を今後の政策に活か
します。

ー Ａ
男女共同参

画課

男女共同参画情
報誌の発行

男女共同参画についての正しい理解
と認識を深めるため、情報誌「和音・
なら」の発行により、時代の変化に即
した情報を提供します。

ー Ａ
男女共同参

画課
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基本方向３　人権の尊重と男女共同参画への意識改革

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年
度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
・おとうさんといっしょ！風車の貯金箱づくり（全１回　参加数８組）
・男の料理教室～おしゃれランチプレート～
　（全１回　参加数１０名）
・男のスターティングノート～これからの男の活き方セミナー～
　(全１回　参加数８名）

(評価コメント）
「貯金箱づくり」や「料理教室」のような実践的な講座は参加率・満足度ともに高い支持率を得たが、「活き方セミナー」
は参加率が低く、参加率が上がるようニーズに合ったセミナーの開催や周知方法の検討が必要となった。

（実績）
センターだよりの発行、啓発展示コーナーの設置等の啓発事業を行った。南人権文化センターにおいては、差別をなく
す杏・人権を考える集い（参加者数７９人）を行った。

（評価コメント）
人権啓発の拠点施設として多くの人たちに、人権関係の情報発信及び人権意識を高めることができました。

（実績）
あすなら市民講座
・奈良市地域婦人団体連絡協議会
　「春日大社の御巫～春日若宮おん祭りを知る～」
　開催日　平成２８年１２月５日
　講師　　春日大社　禰宜　西村泰宏
　参加者　７３名

(評価コメント）
奈良になじみの深い「おん祭」を題材にその祭礼における男女の役割を男女共同参画の視点から学び、その歴史を通
して女性の参画のあり方を考る機会を持つことができた。（参加率：73%　　アンケート調査による満足度：60％）

（実績）
男女共同参画情報紙「和音・ならvol.32」発行
3,000部×1回

(評価コメント）
平成28年度は女性起業家を紹介するコーナーを設ける等の工夫をし、新しい情報発信に努めた。

13-2
男女共同
参画の視
点からの
週間・しき
たりの見直
し

講座・講演会等の
開催

性別役割分担意識を始めとする固定
的な性差感の解消と、男女平等意識
の定着に向けた講座・講演会等を開
催します。

ー Ａ
男女共同参

画課

人権啓発事業の
実施

女性の問題を含む人権問題に対す
る理解を深めるための啓発事業を実
施します。

ー Ａ
人権文化セ

ンター

女性の人権尊重
の更なる啓発

古くから伝わる伝統文化の慣習や偏
見をジェンダーにとらわれない視点で
見つめ、女性の人権尊重の意識作り
を図ります。

ー Ａ
男女共同参

画課

男女共同参画情
報誌の発行(再掲)

男女共同参画についての正しい理解
と認識を深めるため、情報誌「和音・
なら」の発行により、時代の変化に即
した情報を提供します。

ー Ａ
男女共同参

画課
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基本方向４　女性施策推進のための環境の整備・充実　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
奈良市男女共同参画推進審議会（６月３０日開催）

(評価コメント）
実施計画での報告や基本計画や実施計画策定等の重要事案において審議会委員の方々から様々な意見を頂き、そ
れを反映し、つぎへのステップへと繋げ、男女共同参画推進を進めた。

（実績）
奈良市男女共同参画実施計画進捗状況調査（４月２７日庁内担当課へ照会）

(評価コメント）
状況調査を審議会で報告し、委員の方々から頂いた意見を実施課へ報告することで男女共同参画推進をより高い認
識を持って推進することができた。

（実績）
係長級職員向け男女共同参画意識啓発研修
「窮屈なのは女性だけ？男性目線でみた男女共同参画社会」
（２月1日実施　全２回　延べ参加数　１７８名）

(評価コメント）
男女共同参画実現のためには女性だけでなく、男性への働きかけも重要であることを講演して頂き、男女が共に活き活
きと活躍できるライフスタイルの築き方を学び、また男女共同参画推進の必要性を認識する機会をもつことができた。
（アンケート調査による理解率：85%）

施策の方向 事業名 事業内容 目標値
（平成32年度）

平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
婦人・女性史・男女同権　８９５冊　(内人権関連図書５４冊）

(評価コメント）
平成28年度の貸出実績は１１件（人）で冊数は16冊（内ＤＶＤ2件）であった。今後も定期的に図書を購入することで、
新しい情報の発信を行い、より多くの人に利用してもらえるよう努める。

主要課題１４　庁内推進体制の整備・充実

１４－１
奈良市男
女共同参
画推進庁
内連絡会
議の充実

男女共同参画推進
審議会及び男女共
同参画推進庁内会
議の開催

審議会及び庁内会議を開催し、男女
共同参画社会の実現に取り組みま
す。

ー A
男女共同参

画課

１４－２
男女共同
参画計画
実施計画
の進捗状
況調査の
実施

男女共同参画計画
実施計画進捗状況
調査

定期的に男女共同参画計画実施計
画の進捗状況を調査し、効果的な計
画の遂行を図ります。

ー A
男女共同参

画課

１４－３
職員研修
の充実

市職員への意識啓
発

市職員を対象に、男女共同参画につ
いての研修を実施します。

ー A
男女共同参

画課

主要課題１５　地域における環境整備

１５－１
調査・研
究・情報収
集・提供の
充実

男女共同参画関連
資料収集整備

男女共同参画に関する図書・資料を
整備し活用します。

ー Ａ
男女共同参

画課
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基本方向４　女性施策推進のための環境の整備・充実　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
市町村男女共同参画行政担当職員研修会（奈良市）
奈良県市町村男女共同参画推進協議会研修会（橿原市）
奈良県市町村男女共同参画・女性行政担当課長会議（橿原市）

(評価コメント）
県内の市町村担当者が集まり、情報交換や課題解決に向けた研修等を受けることで職員のスキルアップをめざした。

（実績）
平成２１年７月に実施
平成２８年度は実施せず

(評価コメント）
実施には至っておらず、実施時期や調査項目の洗い出し、委託する場合の委託内容等について、課内で打ち合わせを
行い、できるだけ早い時期での実施をめざす。

（実績）
奈良県市町村男女共同参画推進連絡協議会総会（橿原市）
奈良県市町村男女共同参画推進連絡協議会研修会（橿原市）

(評価コメント）
県内の市町村担当者が集まり、研修や交流会での情報交換を通じて職員のスキルアップを図ることができた。交流会
では女性活躍推進法に基づく行動計画の策定について、各市町村の今後の計画等の情報交換を行った。

（実績）
・事業の推進にかかる書籍・資料を整備し、日本十進分類法により区分し排架した。
　[家庭・性問題など分類番号：３６７]
　　中央図書館　１，１９７冊
　　西部図書館　　　８９１冊
　　北部図書館　　　４８７冊

　（＊内：婦人、女性史、男女同権など分類番号：３６７．２）
　　 中央図書館　　　３６０冊
　　 西部図書館　　　２４６冊
　　 北部図書館　　　１０４冊

(評価コメント）
・図書館資料の適正管理を行う中で、事業の推進にかかる関係資料の蔵書数を増やす必要がある。

１５－１
調査・研
究・情報収
集・提供の
充実

男女共同参画に関
する市民意識調査
の実施(再掲)

男女共同参画に関する市民の意識
を把握するため、５年に１回調査を実
施し、調査結果を今後の政策に活か
します。

ー Ａ

男女共同参画推進
のための研修会への
派遣

男女共同参画社会の実現をめざした
研修会等に関係職員を派遣します。

ー Ａ
男女共同参

画課

男女共同参
画課

奈良県市町村男女
共同参画推進連絡
協議会

県下の市町村が県と連携し、男女共
同参画行政の円滑かつ効果的な施
策の推進と発展を図ります。

ー Ａ
男女共同参

画課

女性問題関連資料
収集整理

女性問題に関する図書・資料を充実
します。

2,700冊 Ａ
中央・西部・
北部図書館
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基本方向４　女性施策推進のための環境の整備・充実　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
あすなら市民講座
・奈良市地域婦人団体連絡協議会
「春日大社の御巫～春日大社若宮おん祭を知る～」
開催日　平成２８年１２月５日
講師　春日大社　禰宜　西村泰宏
参加者　７３名
・女性ボランティア協会
「記紀・万葉集の中の鳥と植物」
開催日　平成２８年10月２９日、11月２６日
講師　小田久美子
参加者　延べ参加数３９名
・奈良市国際女性交流協会
「「新しい健康法ラフターヨガへの誘い」～笑いの体操とヨガの呼吸法を組み合わせた新健康法～
開催日　平成２８年９月１０日
講師　安藤和子
参加者　６８名

(評価コメント）
講座によって、参加率、アンケートによる満足度に大きな開きが見られた。今後は、すべての講座で参加率、満足度と
もに高い支持が得られるよう男女共同参画課も積極的に講座の選定等においてアドバイスを行っていきたい。

（実績）
主催・共催事業において託児を行った。
９講座　延べ託児者数３３名

(評価コメント）
利用人数としては少ないが各講座を通して利用の要望があった。継続的に実施することで子育て期の女性にも積極的
に参加できる機会を設けていきたい。また、他課において託児付の講座を実施する場合、当課で委託している団体を
紹介する等し、託児付講座の普及にも努めたい。

（実績）
＜公民館＞
開催講座数：10講座、開催回数：24回、参加者数：延べ500人
予算額：256千円、決算額：251.2千円（生涯学習課）

（評価コメント）
昨年度とほぼ同程度の託児付講座を開催し、子育て中の保護者に学習機会を提供することができた。（生涯学習課）

（実績）
利用者数
 古市児童館　 10,312人　　　横井児童館　   7,314人
 東之阪児童館　 9,388人　　  大宮児童館      7,381人       　合計　 34,395人

（評価コメント）
児童館での各種活動や、地域子育て支援拠点事業等を通じて　「子どもの居場所づくり」や「児童の健全育成」を促進
することができた。

１５－２
市民参画
のための
体制の整
備

「あすなら市民講
座」の開催(再掲)

女性の自立や男女共同参画に関す
る活動をしている団体やグループが
企画・立案した講座を、市と協働で開
催します。

ー Ａ
男女共同参

画課

託児付講座の開催
子育て期の女性が参加しやすいよ
う、託児付の講座・講演会等を開催
します。

ー

Ａ

男女共同参
画課

関係各課

Ａ

児童館事業の充実
身近な子育て支援の拠点施設として
市民参画のもとに、より開かれた児童
館をめざします。

38,000人 Ａ
子ども育成

課
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基本方向４　女性施策推進のための環境の整備・充実　　　

施策の方向 事業名 事業内容
目標値

（平成32年度） 平成28年度実績

今後の方向性
Ａ　継続実施
Ｂ　〇年度で終
了

担当課

（実績）
・園庭開放、子育て支援を全園で実施（各園の実態に応じた内容で実施）
・未就園児保育実施（月１回～約月８回程度）では、親子登園の保育とともに、未就園児の保護者の悩み相談の実施

（評価コメント）
市立幼稚園・こども園・保育所が地域の子育て支援のセンター的役割となり、保護者が安心して子育てができるよう情
報交換や、悩みを相談する場となるように園庭開放の充実や子育て相談に努めた。

１５－２
市民参画
のための
体制の整
備

地域に開かれた幼
稚園・こども園づくり
の推進

地域の仲間とふれあう機会が少なく
なっている幼児や子育てに孤立感・
不安感を抱えている保護者のため
に、園庭・園舎の開放や未就園児の
親子登園を実施します。

ー Ａ
こども園推

進課
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別紙（基本方向１－１－１）

職位別職員の在職状況（全部局）

女 男 全体 女 男 全体 女 男 全体 女 男 全体 女 男 全体

平成28年度 4 22 26 5 45 50 20 144 164 76 221 297 128 340 468

平成29年度 2 23 25 6 38 44 55 145 200 76 226 302 97 419 516

職種別女性職員の在職状況（全部局）
一般

事務職
社会福祉

士
保育教育

士
土木職 建築職 化学職 薬剤師 保健師 看護師 栄養士

平成28年度 359 - 355 12 7 5 8 55 10 1

平成29年度 360 4 348 12 8 5 8 56 10 0

歯科
衛生士

理学
療法士

心理
判定員

臨床
心理士

獣医師
精神保健
福祉士

管理
栄養士

学芸員
文化財
建築

消防士 計

平成28年度 3 1 3 1 3 4 6 9 2 10 854

平成29年度 3 1 3 2 3 4 8 9 3 12 859

（平成２９年４月１日現在）

（平成２９年４月１日現在）

部長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級
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